
働きながら介護をする人たち
仕事と介護の両立支援

全ての企業に知ってもらいたい両立支援のアクション
経済産業省ガイドライン

埼玉県産業労働部多様な働き方推進課
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令和6年度の両立支援取組

出典:
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仕事と介護の両立支援/介護離職防止支援におけるガイドライン等
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「仕事と介護両立のポイントあなたが介護離職しないために」（厚生労働省）
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専門家による無料支援
介護支援の申し込みの流れ動画
介護支援プラン導入無料支援受付中｜中小企業育児・介護休業等
推進支援厚生労働省 (mhlw.go.jp)
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介護支援プラン策定マニュアル
人事・管理職向け

0000119918.pdf (mhlw.go.jp)kaigo_1.pdf (mhlw.go.jp)

平成27年度版
仕事と介護の両立支援実践マニュアル
人事・従業員向け

仕事と介護の両立支援 ～
両立に向けての具体的ツー
ル～ ｜厚生労働省
(mhlw.go.jp)
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あなたの企業で取り組む「仕事と
介護」の両立支援
• 経済産業省のガイドライン「企業が取り組むべき介護
両立支援のアクション」を実施しましょう

• STEP1 経営者のコミットメント
• STEP2 実態の把握と対応
• STEP3 情報発信

企業の実情・リソースに応じて検討・実施
 自社単体で実施が困難な場合は、外部リソー
スの活用も検討しましょう。

 企業独自の取組の充実も考えましょう。
 各施策の実施効果について、KPI達成状況等を
踏まえた検証をしましょう。
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隠れケアラーの特徴
 誰にも打ち明けず、日常的に介護をしている。

 会社の両立支援制度や介護保険について知らないため、一人で介護を抱えてしまう。

 業務に対する責任感が強く、他の従業員と同じように出勤し、日々の業務をこなしている。

 帰宅すると家族の介護が待っている為、十分に休息が取れず、ストレスも溜まる。

 要介護者の認知症が進み、昼夜逆転し、夜中に起きている場合も、要介護者の世話をすることになり、疲労が蓄積していき、慢性的に
睡眠不足に陥る。睡眠不足のため、考えがまとまらず、体調だけでなく、精神的にも不安定になる。

 介護疲労とストレスのため、出勤していても、ぼーっとして、生産性が落ちたり、ミスをしたり、目標を達成できなくなる。 （プレ
ゼンティズム）

 介護のために自身の健康が悪化し、就労にも大きく影響していく。

介護に関するコミュニケーションは難しい。適切に支援を行わないと
介護リスクが高まり、最悪の場合は、突然離職してしまう。

隠れケアラーが企業の中核人材だったら。。。

• 少子高齢化の影響で、兄弟姉妹がおらず、介護を分
担できる家族がいない。

• 独身の為、一緒に介護をしてくれる家族がいない。
• 結婚していても配偶者と介護を分担できるとは限ら
ない。

• 業務の調整や、休暇の取得がスムーズにいかない。
• 代替要員がいないため、職場への影響を考え、抱え込
んでしまう。

• 職場で介護をしている事を打ち明けると昇進の機会が
たたれるかも。

• 就業継続しないと経済的に不安。



13出所:独立行政法人 労働政策研究・研修機構 池田心豪 労働政策研究報告書 No.170（平成27年5月29日）

1. 家族介護者の離転職状況
介護開始時に身体介助の必要性が高い場合や、認知症による見守りがいつもある場合には、介護開始
時の勤務先を離職し、非就業になる割合がやや高い。 また、介護の準備・手続きを担っている場合
や、自分以外に介護を担う家族がいない場合にも、介護開始時の勤務先の離職割合は高い。

2. 勤務先の両立支援制度と離転職状況
介護開始時の勤務先に介護休業制度がある場合は、離職割合は低くなる。 法定を超える介護休業制
度に加えて、残業や休日労働の免除する所定外労働免除の制度がある場合は離転職割合は低くなる

3. 介護のために仕事を休む日数
介護開始時の勤務先で1週間を超える連続して仕事を休んだ経験がある正規労働者の割合は15.1%、そ
の日数は「2週間以内」の割合が最も高い。 また、現在正規雇用で就業している調査対象者の約半数
が、過去1年間に介護のために仕事を休んでいるが、その日数が7日を超える割合はやはり低い。

介護のために仕事を休む従業員は少なくないが、介護休業を⾧い期間取得するより、短い期間の休暇・休業で
両立を図る割合が高い

仕事と介護の両立をする従業員の特徴

この状況を踏まえ、人事労務部門が取るべき対応とは?
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仕事と介護の両立を巡る課題と対応施策

出所:経済産業省 仕事と介護の両立支援に関する経営者向けガイドライン
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仕事と介護の両立を巡る課題・行政施策と自社の対応施策

出所:経済産業省 仕事と介護の両立支援に関する経営者向けガイドライン

経営者コミュニティへの訴求

両立支援に取り組む意義の訴求

先進企業事例の発信

各種ハンドブック・ガイドラインの整備

地域で支える仕組みの構築
（地域包括ケアシステム）

民間‘介護保険外）サービスの利用促進、
介護を巡る負担課題

地域包括支援センター

職域における相談先の充実

セミナー・研修の実施、介護にかかる機運の醸成

健康経営制度等インセンティブの拡充→
社内での理解促進

企業における主体 各階層ごとの主な課題 自社で取り組む施策中小企業向け施策



まとめ

• 仕事と介護の両立支援は、介護の支援ではなく、「仕事」の支援。

• 経営者の視点を持ち、両立支援の実施の意義を伝え、経営者からの両立支援の
メッセージ発信をサポート。

• 介護は情報戦!介護に関する基本的な情報をプッシュ型で発信。

• 人事労務担当者は、組織マネジメントの視点から、制度の設計を行い、管理職
の介護リテラシーの向上等、実際に部下を支援する上司の支援を。

• 介護は誰もが直面するライフイベント。 「困ったときはお互い様」の職場風
土を醸成。



ご清聴ありがとうございました。
ご質問がある方は、

埼玉県仕事と生活の両立支援相談窓口まで。
アドバイザーの企業への無料派遣も実施しています。
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主催

彩 の 国 埼 玉 県

今後のセミナー実施・改善の検討のため、
アンケートにご協力をよろしくお願いします。


